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「国民所得の理論問題」にたいする

若干のコメント「1）

1．　「国民所得」の概念について

（385）　－31　一

中　　野　　雄　　策

　経済的カテゴリーとしてのいわゆる「国民所得」あるいはもっと正確にいえ

ば社会の「総収入」を考察するぽあいに、それが社会的生産・再生産の過程全

体にふくまれるものであることははっきりしている。この点にっいては、いわ

ゆる「国民所得」の源泉としての社会の純生産物あるいは年価値生産物そのも

のがすでに孤立して存在するものではなく、つねに社会的生産全体の物質的結

果である社会的総生産物あるいは（マルクスの用語を用いれば）社会的総商品

資本ないし社会的商品生産物のひとつの構成部分としてしか存在しえないとい

うことをあげれぽ足りよう。社会的総生産物の成分である「国民所得」は、た

えず更新される社会的生産のうちにだけ、つまり物質的富を生産し、分配し、

消費し、蓄積する過程としての社会的再生産過程のうちにしか存在しえないヵ

テゴリーtである。（2）

　金子ハルオ氏は、「国民所得」概念をっぎのように規定されている。「「国民所

得」は、社会的総生産物のうち年々の生産的労働が新しく生産した価値生産物

（V＋M）である。」（3）「国民所得は……社会的総生産物のうち……生産過程で

新しくつくりだされた価値にあたる部分、すなわち可変資本と剰余価値だけで

あって　・。かくして、国民所得は、価値形態からみれぽ可変資本と剰余価値

との総額（V＋M）であり、素材形態からみれぽ生産された個人的消費手段の

総額と生産された生産手段のうちで生産の拡大にむけられる部分との合計であ
る。」（4）

　これらの概念規定は一見したところ無難なように思われるが、正確化のため

には少くともつぎの諸点は指摘しなけれぽならない。第1に、年々の生産的労

働が新しく生産するのは社会の総生産物であって、たんに国民所得にとどまら

ない。すなわち、年々の生産的労働は、その具体的有用的属性においては生産

手段のうちにふくまれる旧価値を新たな年生産物のうちに移転し維持しつつ、
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社会的総生産物の多様な使用価値のうちに自らを実現する。年々の生

は、その抽象的一般的属性においてのみ新たに付加された価値ある

生産物を創出する、と考えるべきであろう♂5）マルクスが、年価値生

象化されるかぎりの労働を、年々の付加労働とか年々追加される労働

するぽあいには、生産的労働の抽象的一般的属性だけが問題になっ

に留意すべきである。

第2に、「国民所得」あるいは「総収入」は、その名称からしてすで

なように、それ自体としては社会的再生産の分配・利用局面にのみカ

念である。生産局面においてはVは可変資本であり、総生産物価値の

ては再生産された可変資本にすぎず、いいかえれば、必要生産物と

純生産物あるいは「総収益」の成分をなすにすぎず、直接に所得と

れるわけではない。社会の純生産物とは、価値的には、年々新たに倉

価値生産物（V＋M）あるいは必要生産物プラス剰余生産物であり、

は，V＋Mに対応しこれによって度量される生産手段と消費手段から

る。要するに、生産局面には年々の価値生産物だけが存在するのであ

れは、理論的には、分配・利用局面においてこれから「所得」に、し

「国民所得」に転化すべきものとして規定されていると考えられる。

んこうしたことが十分に理解されておれば、「生産国民所得」とか「生

おける国民所得」とかの用語は、むしろ理解をたすけるのに都合がよ

ところで分配・利用局面において、社会の純生産物は、現実に所得

るわけであるが・そうであるとすれぽ，「国民所得」ははじめから分酉

けた所得の社会的合成として存在するということになる。マルクス1

「総収入は・労賃プラス利潤プラス地代にひとしい」といっており、

民所得は、労賃プラス利潤、プラス地代から、つまり総収入から成っ

とのべている。ここから・マルクスが、「国民所得」を純収益とはこと

入として、何よりもまず分配範疇として理解していたといえるであろ

分配局面においては・「国民所得」＝社会の総収入はどのような規定

あらわれるであろうか・まず生産条件の所有ないし占有にもとずいて

純生産物が物質的生産部面における各種の本源的所得に分解する。資

のもとでは・物質的生産において資本に包摂された賃労働者の賃金所

される。このぼあい、分配の経済的基礎をなすのは直接生産者による

品の所有である。さらにまた、物的生産条件の所有にもとずいて物質

面に利潤と地代が形成される。これらの本源的所得の合計（いわゆる



得」）が・量的に社会的純生産の規模によって厳密に限られていることはいつま

でもない。社会的生産が社会主義的共同所有のものに包摂されたぽあいには・

（ソヴェト社会主義を例にとれぽ）社会主義的純生産物はまず物質的生産部面

に従事する労働者の所得のほかに、生産手段の社会主i義的国有の現存の成熟度

に応じて国家集中純所得と国営生産企業の利潤が形成され、協同組合的集団所

有のもとにある生産部面では、たとえぽコルホーズ員の個入所得とコルホーズ

の企業所得が本源的所得として形成される。（8）

　物質的生産部面と非物質的生産部面（後者を以下かんたんに非生産部面とよ

ぼう）とのあいだに分業関係があるばあいには、社会的総生産物（および「国

民所得」）の分配局面に再分配過程が介入する。こうした分業関係は、共産主義

社会の高度の段階においてのみ、他のいっさいの分業の廃棄とともに廃棄され

るのであって、資本主義社会はもちろんのこと今日の社会主義社会もこの種の

分業関係からまぬかれていないことは明らかである♂9）かくして、いずれのぼ

あいにも、「国民所得」の分配局面は、本源的所得を形成する本源的分配と派

生所得を形成する再分配の両段階に分裂する。そのさい、非生産部面にのみ従

事し、多少ともそこに生涯的にしばりつけられている人々の社会的集団は、自

らの所得の源泉を、本源的分配によってすでに形成された本源的所得のうちに

求めなければならない。したがって、非生産部面に従事する人々の社会的機能

にもとずいて、本源的所得から2次的3次的所得が派生レてゆく再分配過程が

発生する。再分配過程で形成される所得は、再分配所得ないし派生所得であ

り、その発生の経済的根拠、その源泉、その運動形態などすべてにわたって本

源的所得と厳密に区別されるべきである。

　ところが、金子ハルオ氏は本源的分配と再分配との概念的区別を厳密にして

いないために、本源的所得と派生所得とを混同している。氏は一方では「国民

所得は、賃金、利潤、地代という本源的所得に分配される。この本源的所得から

非生産部門の派生的所得がみちびきだされ、国民所得は再分配されていく」（10，

という正しい説明を与えておきながら、他方ではっぎのようなまったく相容れ

ない説明をしている。　・…・偵接的生産過程で生産された国民所得は賃金と利

潤という二老対抗的部分に分かれるが、前者は生産的労働者の賃金所得を形成

し、後者は資本主義の搾取階級のあらゆる不労所得を形成する。すなわち剰余

価値＝総利潤はまず産業資本の手に入るが、産業資本から商品の実現の機能に

専念する商業資本が自立するとともに、総利潤は産業利潤と商業利潤とに分か

れる。さらにこれらの機能資本に対立する貸付資本が現われるや、総利潤はま
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れるためには、つまり、その素材的内容にしたがって袖填・蓄積・消費の過

程に入りこむためには、利用点であらかじめ貨幣所得が形成されていなけれぽ

ならないということにすぎない。ブルジ。ア的国民所得概念がつねに貨幣的形

態でのみ理解されているのは、そもそも分配局面においては貨幣的所得の形成

・分解・再形成という形で、素材的内容からはなれたところの価値の自立的運

動だけがおこなわれるということに主たる根拠があるといえよう。

　しかし、分配局面においても「国民所得」の素材的内容がまったく失われる

わけではない。それは、社会的再生産そのものの基本的条件として、総生産物

と純生産物の価値構成と素材構成との対応関係として、前もって規定されてい

るのである。とはいっても、社会的生産物の再生産運動においてその素材的内

容が決定的役割を演ずるのは、その運動の最終段階において、っまり最終所得

が各所得主体の欲望にしたがって多様な使用価値のちに実現される段階におい

てである。社会的生産物の利用（補填・消費・蓄積）の局面においては、生産

物の素材的内容が運動の起動力であり、ここにおいて「国民所得」はその固有

の素材的＝現物的形態を現実に獲得することになる。それは、再生産された消

費手段と生産的蓄積にむけられる生産手段の全体であり、いわゆる最終生産物

とよぼれるものがそれに当る。

（1）本稿は、経済理論学会第11回大会（1964年11月1・．2日、於京都大学経済学部）

　における金子ハルオ氏の研究報告「国民所得の理論問題」にたいする予定討論の草

　稿に（主として注によって）加筆したものである。

（2）レーニンは、「資本論」第3巻が出版されてまもない頃すでに、ナロードニキと

　の論戦のなかで、いわゆる「国民所得」問題のもつ理論的性格をみごとに要約し

　た。「〈国民所得〉の問題やく国民的消費〉の問題は、それを独立して提起してい

　るかぎりは絶対に解決されず、ただスコラ的な論議や定義や分類をたくさんならべ

　たてるだけにすぎなかったが、しかし、それらの問題は社会的総資本の生産過程が

　分析しっくされると、完全に解決されたのである。そればかりでなく、この問題
　は、国民的生産物にたいする国民的消費の関係と、この生産物の個々の部分の実現

　とがあきらかにされると、個々別々には存在しなくなる。そしてのこるところは、

　これらの個々の部分に名称をあたえることだけである。」　（レーニン全集、第3巻

　　41ページ）

（3）経済理論学会第11回大会、　「報告要旨」17ページ

（4）金子ハルオ、再生産と国民所得（「マルクス経済学演習」所収、1964年、春秋社、

　116ページ。）

（5）B．プルイシェフスキーは、同じことをつぎのようにのべている。　「国民所得を

　〈新たに創出された社会的生産物〉（A．A」lnaXBepnfiH，　HaHHOHanbHbth　AGXOA

　CCCP．　M．，1958，　cTp．111）であるとか社会的生産物めうちく新たに支出された労

　働によって＞　A，F．3BepeB　Borrpocbl　Ha双HeHanbHoro双oxoAa　H　tPHHaHCoB
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「国民所得の理論問題」にたいする若干のコメント　　（391）－37一

　労働者ではない。「高次の共同社会では、生産も分配も直接社会的に実現されるは

　ずであり、そのときには、社会は国民所得だけでなく社会的生産物全体をみずから

　の直接的富として取得し、生産部面とか非生産部面とかの区別にかかわりなく、ま

　た商品貨幣的関係（商業）を介さずに、現物的に分配するだろう。〈現物的〉とい

　う意味は、分配がもはや労働の量や質によってではなく、欲望の量と質によって規

　制されるということである。」　（拙稿、国民経済バランス論（副島種典編「ソヴエ

　ト経済の歴史と理論」所収）1963年、日本評論新祉、308ページ）

（10）金子ハルオ、再生産と国民所得（「マルクス経済学演習」所収・1964年・春秋社

　116ページ）

（11）同上、125ページ
（12）しばしば（主としてソヴエト経済の実際と関達して）「価格メカニズムを通ずる

　再分配」ということがいわれる。しかし、ある部門で生産された純生産物がどの部

　門で実現されるかということはいぜんとして生産の問題であり、本源的分配に先行

　する「価喧の移譲」にすぎない。そうでなければ、本源的分配にさきだって再分配

　がおこなわれたことになろう。ついでながら、いわゆる取引税の経済的本質は、国

　家所有を基礎として形成される社会主義国家の本源的所得であって、決して祖税で

　はない。これにたいして、利洞控除は、企業の本源的所得から派生する国家の再分

　配所得である。ただし、資本主義経済における間接税をも本源的所得とすることに

　は疑問がある。国家としての資本主義国家は、一般に本源的所得の主体とはみなさ

　れないからである。

2．　「国民所得」論の立場

すでにのべたように、もともと「国民所得」は社会的総生産物の構成部分で

ある社会的純生産物が分配・利用局面で転化したものであるとすれぽ、「国民所

尋」の生産範囲が社会的総生産物の生産範囲と厳密に一致することはほとんど

説明を要しないと思われる。そしてこのように理解するならば・いわゆる「生

産的労働」の範囲をめぐっておこなわれた従来の諭議は、

得」の概念や生産範囲にかかわって論じられていたかぎりは、

少くとも「国民所

　　ほとんど意味を・

失うと考えられる。社会的総生産物とは、マルクスに即して理解するかぎり・

それは社会的総商品資本あるいは社会的商品生産物であり、無数の商品生産物

の社会的合成以外の何ものでもない。したがって、社会的総生産物とは・年々

の社会的労働が生み出した使用価値の総体として存在しており、社会的生産の

物質的結果を示している。また、社会的純生産物とは・社会的生産において年

々の追加的労働がもたらした物質的結果として理解される・いいかえれぽ・多

様な使用価値の総体を生み出す物質的生産が、そしてそれだけが社会的生産物

を創出するのであり、だからまた物質的生産だけが社会的純生産物の生産範囲

である。
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　『38一（392）　　第・5巻第4号

　　「資輪」（第1巻・第5編第・4章璃よび「剰余脆学説史」（

遺）あるいは「酵的生産過程の諸線」と題する手稿のなかでマ

えた「生産的労働」の概念規定につし・ていうならぽ、そ栃は、、ず

よる直接的生産過程すなわち価値増殖過程の研究（生産そのものの

形態規定）瀟足するものとして与えられた労働あるいは労購の

形態規定である・そこでは・「資本にとって何が生産的であるか」が

るのである・資本にとって購動素材的内容で（・Skなく調余価値

りでの労動舶腋用髄だけ力澗題であり、したがって非擁的
部面の労働も・それ碩本家に剰余1面値をもたらすかぎり讃本tlこ

的であると認められる・だがこうしたことがい焔のは、（そしてこの

なのだが）「労瀦の蜴からでなく・鰭所醜つまり資本家の戯

だけであるとマ・レクスは確言している・マ・レクスは、剰余価値だけヵ

あるとい濱本制生産の観点に肌てn・5題を謝ており、ここからt

余価働結果する労醗け盤齢（一資本にとって生齢）であると

がでてくる・②ところが陣切追力・的綱が生拙したもの、すな

値生動v＋Mおよびこれに対応する使用価値生勤が縦産である

とは讃本の立場からは決し槻実白勺なものではなく、「抽象」として

しうる事態である・資本制生産にかぎらず、搬に敵対的生麟件を

ば・剰余だけが縦産であり・撒される労醗けが生産的である、

観輪るいは（もっと正確にいえをま）社会的総労動観点から蜘ま

ば・社会的縦動v＋Mをもたらすものだけ翻実に生麟である

えないであろう・かつて・「駅鵬」の生産潮に関連して、生産的

念を「個膿本の観点」からと「社会的顯本囎点」からの二櫨こ

議論がおこ姉れたことがある・「3）社会的綴本の観点は、個別資本

たいしてたしかにある程蹴判的立場にある．しかし、社会騰資本

5・・社会的雛本の甦産と瀬の分棉こさいして「駅薦」輪

1

　　『一一一一一『『『一一一幽ロー幽一■＿願■P＿＿＿　・



も

「国民所得の理論問題」にたいする若干のコメント　　（393）－39一

登場しないのは、資本（たとえそれが社会的総資本であっても）の論

民所得」範曉とが内的連関をもたないということを意味する。資本の

在的に追求した「資本論」の理論体系のなかには、「国民所所」範疇の

余地はなかったのである。自らのうちに敵対的対立をふくまない労働

直接生産者の立場こそが、剰余だけを純生産とみる資本の観点にたい

勺に批判的でありうるし、またこうした観点に立ってこそ、つまり資

有部にとどまるのでなく資本主義をこえた資本主義批判の立場に立っ

て「国民所得」とよぼれる範躊の科学的研究が現実的課題となる、と

・だろう。この観点を欠くかぎり、「国民所得」論は弁護論にとどま

うん、ブルジsア的国民所得論の業績をはじめからおわりまで科学的

何もないなとというわけではなく、ここではただ理論のもっ社会的性

しているのである。だがそのブルジョア的国民所得論の一定の科学的

労働者階級の窮乏化と労働運動の発展に触発されて生まれたも

れぽ、（4）このことがすでに「国民所得」論のもつ社会的性格を十分示

っけである。また、マルクス経済学における国民所得論の科学的研究

主義経済の実践とその理論化の一一環としてはじめて旋起されたという

すでにのべたことから当然であったといわなければならないだろ

L－・資本にとってとんな労働が生産的であるかという問題は、「国民

学的研究が拠って立っ立場とは本質的に無関係である。だから、従

勺労働者だけが国民所得を生産すると断定したり、とのような意味で

働者が国民所得を生産するかを問うたりしたことが、そもそも填倒

ったといわざるをえない・国民所得論の立場からすれぽ、社会的総

的結果である社会的総生産物のうちに対象化される労働だけが生産

　なかんずく社会的純生産物（これが国民所得の唯一の源泉である）．

す労働だけが生産的であるとして理解すべきである。④

ffl値学説史、第1巻、121ページ、長谷部訳、217ページ

杢ξ豫的竿犀の目的は純生産物であるということは、資本主義的生産が本質

余価値の生産であるとすれは、実際には、剰余価値が実現される痢余生産物

においてだけ〔表現されるもの〕である。　・しかしながら生産の最高の究

としての純生産物にかんする学説は、労働者を韻慮せずに資本の価権を増殖

したがって、剰余価値をつくり出すことが、資本主義的生産の推進的な精神

いうことを、残忍に、だがただしく表現するものにほかなちない。資本主
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　部分となったのである。

（6）このような理解を明確にのべているのは、私の知るかぎり、山田喜志夫氏だけで

　ある。「国民所得の実体は社会的総生産物の…部であり生産物の集りであるから、

　国民所得を生産する労働が生産的労働なのである。したがって、生産的労働の範囲

　に応じて国民所得の生産の範囲が規定されるのではなくて、逆に国民所得っまり生

産物の範囲によって生産的労働の範囲が規定さるべきなのである。……国民所得の

生産に関しては・生産的労働とは拒1かということが先決問題なのではなくて、国民

所得とは何か・生産物とは何かということが先決問題なのであって、生産的労働と

は剰余価値を生産する労働であるといういわゆる歴史的規定は、国民所得の生産の

問題に関する限り全く無関係というべきである。」　（国学院大学、政経論叢、第11

巻4号、1963年、153ページ）

　国民所得あるいは社会の総所得の唯一の源泉が社会的純生産物であり、この

後者が社会的総生産物の成分だとすれば、国民所得の生産範囲は社会的総生産

物の生産範囲と一致し・物質的使用価値を創出する場としての物質的生産の範

囲を明らかにすることが国民所得の規模を把握するための決定的前提となる。

‘ところで・物質的生産とは人間（あるいは人間社会）が外的自然に働きかけ

て自然対象を獲得し・これを変革して欲望充足のための物質的使用価値たらし

める一切の活動であり、いわゆる人間と自然との質料変換を直接実現する場で

ある・だから・物質的生産と非物質的生産（生産部面と非生産部面）とを区別

する決定的めじるしは・生産結果が物質的なものか非勃質的なものかという点

に求められよう。（1）

　しかしこのばあい・生産結果の物質性ということを、生産物が生産過程の外

部に固定されるということつまり物（Ding）の形をとることと混同すると、一

方では・電力生産や交通生産のようなエネルギー生産が物質的生産の枠外に出

てしまうし・他方では・ある種の精神的生産（たとえば絵画、彫刻）を物質的生

産にふくめなけれぽならなくなる・しかも近代的生産技術は、非物質的生産の

種々の部門をっぎっぎにとらえて、しかも生産結果を物の形で大量に再生産す

るようになる・たとえぽ・映画産業では物質的生産と観念的生産とが不可分に

結合している。しかし・流行歌手の歌がレコードの形で何100万冊枚生産されよ

うと、流行作家の創作が書籍の形で何10万冊印刷されようと、彼らの提供する

ものがいぜんとして観念的なものであることは理論的には疑問の余地がない。

　いまひとつ留意しなけれぽならないのは、社会的生産物を創出する場として

の物質的生産というばあいには、社会的生産だけが、すなわち社会化された
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砥lu聡差繊議1講男鷺簡巖繋麗課雰艦
1縮合するために生動の保管泡装宥癬潮送などを腰とするな

1陽所的濁」のための濁として理解すべきであろう．ただし、こう

1麗程内でおこなわれる擁的生産痛るe＃1’あいには読通雌が全体

　　マノレクスが「燗の輸送」をふくめて運輸麟全体を濃業課取麟
1工工業にっつく物質的生産の「期の部Fr」とよんだの聴実である。・5）

1うが・旅額送労動生齢脇あるし・は縮輸送螺の擁雌櫓こつ
1あからさま曙及してはいないし・それどころか旅額送は方繍こた吋

一 ビスとしてあらわれるとさえのべている・現して稲すると思わ編

Vスの論述の真の鰍鹸討しておくこと1ま必要である。

1マルクスは・運轍産過程搬の生産物を陽所的定在の変更」…と
「それがこの過程とはことなる使肋として実存しない」・・かぎりで「有

i
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「国民所得の理論問題」にたいする若干のコメント　　（397）－43一

剰・・）とよんでいる．「この有用鰍果は・その醸にかんしても・他の諸

品とまったく剛ことである・それがイ固人的に噸鉢熱璽、斧価値

消費とともに甑する」．（・・ここでマ・レクスのいう運輸効果の働騨奪智

ことが「ノ澗の輸送」臆味していることは明らかである・じかも・このぽ

じ、鏑費舗そ甑銘ゐ鹸由嶺蔽蔽紬薩茄茄他方・マ・レ
スによれぽ、　「役立あ（service）とは、商品のであれ・労働のであれ・ある

使用価値の有用的な働き以外の何ものでもない」（7）のである・だから・旅客輸

送効果を運輸手段の使用価値としての役立ちと考えていないマルクスにとって

よ、それがサービスのうちに入らないことは明らかであろう。また、旅客は、

継労働そのものを消費するわけでもts　v・・旅客は運轍のものの生産物で

ある「場所的運動」の価値を消費するのであって・その価値は他の商品とまっ

こく同じように「消費された生産諸要素（労働力および生産手段）の価値・プ

ス、運輸業労働者の剰余労働によって創造された剰余価値によって規定され

ている」のである。

ではなぜマルクスは人間の輸送がサー一ビスとしてあらわれるといっているの

ごろうか？　この点はつぎのように考えれぽはっきりする。商品の輸送労働が

EEi品体の価値として経済的取引に入りこむのにたいして、旅客輸送効果（した

ミってその価値）は、生産過程の外部に自立的存在として分離されない。した

ミって外見的には、旅客はたんなる消費手段の使用料を幸払ったかのようにみ

える。いいかえれぽ、旅客輸送過程では何らの商品取引も行われなかったかの

ようにみえる。しかし、第・に、こうし・った現象は・生産過程と消費過程力塒

舶勺にも空間的にも一致しているという運輸の独自性から生ずるものであり、

何らゐ勅孟的生産物も生み出されなかったことを意味するものではない。第2

－、サービスとして舷するとはいつ陣こ麟頒煮倣二略般耐れ
ま運輸手段のサー・tfスでもなく、r企業家1こよって提供されるサービ・“」（8’　t・

のである。この点は重要である。生産結果が生産過程外部に物的に分離しない

という運輸一般の独自性が、とくに旅客輸送のばあいに・資本家と労働者と消

費老の経済的関係をあいまいにしてしまい、他の産業との区別だけを撃丁孕の

本質的同一性を見失わせるからである。だからマルクスは、「このサービスの

買手と売手との関係は、糸の買手と売手との関係と同じように・生産的労働者

と資本との関係とは何のかかわりもない」（8）とわざわざ付記しなけれぽならな

か’ったのである。
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「国民所得の理論問題」にたいする若干のコメント （399）　－　45　一

のうちに見ている　（CM　M．　B　Ko∬aHoB，　HalluoHaabHblva　AoxGJI，　M・1959・

親1臆槍輻・薦鰹轡響製叢紙鰹繍諺讐墓蒋蛎蒜芝
E刷されたとして、その芸術的価値がいささかも変化しないこともまたたしかであ

る。一般に文学作品は確実に再生産できる。とはいつても、再生産された作品の芸

断的価値は歓念的なものであり、再生産に要した労働量とは独立に生ずるものであ

る。区別は、いぜんとして、生産物が物質性をもつか否かvaある。ゲーテの詩は精

神的生産物であるが、製本された詩集は物質的生産物である。
　「商品資本が商品在庫として市場に滞留することは、建物や倉庫や商品貯蔵所や

葡品置き場を必要とし、したがって不変資本の投下を必要とする。また・商品を貯

蔵所に運ひごむための労働力への支払を必要とする。そのうえ、商品はいたむもの

で、有害な自然的影響にさらされてもいる。それを防くためには・追加資本が・一

部分は労働手段として、対象的形態で、一部分は労働力として、投下されなけれは

ならない。　諸商品の価値がここで保存または増殖されるのは、使用価値が・す

なわち生産物そのものが、資本投丁を必要とする対象的諸条件のもとに移され・ま

た使用価値に追加労働を作用させる諸作業のもとに置かれるからにほかならない。

　・使用価値はここでは高められもふやされもせず、かえって減少する。しかし、
その減少は制限され、そして使用価値は維持される。」（資本論、第2巻、132～134

ぺ＿ジ、国民文庫版、第5分冊、217～219ページ）
）社会主義的に組織された流通部門（原材料・機械補給・国営商業・協同組合商

業、公共食賞など）がどの程度生産的であるかについては、抽稿「経済的カテゴリ

ー
としての社会的総生産物にっいて」　（山口経済学雑誌、第14巻、5号）7～8ペ

ー ジを参照
）以下の部分は、拙稿（前注参照）4～7ページの要約である。

）剰余価値学説史、第1巻、375ページ、長谷部訳603ページ。

）資本論、第2巻、50～51ページ、国民文庫版・第5分冊・88～89ぺ一ジ。

）資本論、第1巻、210ページ、国民交庫版・　　ページ。
）剰余価値学説史、第1巻、375ページ、長谷部訳、603ページ。
）CC・PYM・．・1・H，　C・・Ma　6…Hca　H・p・n・…x・…ilCTBa　CCCP・（CT・Tvac

THKo－DKoHolmqecKHe　OqepKld，1958，　cTp　148－149），邦訳・「再生産と国民経

済ハランス論、1956年、有斐閲、218ページ。

）資本論、第2巻、143ページ、国民文庫版・第5分冊・234ページ。


